
















　（3）連結禁止・連結放棄（以上第 35 巻第 4号）
　（4）連結範囲に関する事例
　（5）1998 年 12 月のプラン・コンタブル連結
会計規定の改正
　（6）連結会計の基本原則（以上第 36 巻第 2号）
　（7）個別計算書類の再処理
　（8）個別計算書類の義務的再処理
　　　（以上第 36 巻第 3 号 , 第 37 巻第 2 号 , 第 3
号 ,第 4号）
　（9）個別計算書類の選択的再処理
 （第 38 巻第 1号 ,第 39 巻第 2号 ,第 3号）
　（10）外貨換算会計
 （第 39 巻第 4号 ,第 40 巻第 1号）
　（11）リース会計 （第 40 巻第 4号）
　（12）連結計算書類の作成基準
　　　（第 43 巻第 1 号 , 第 44 巻第 3 号 , 第 45 巻
第 1号 ,第 2号 ,第 4号 ,第 46巻第 2号 ,
第 47 巻第 1号）
４．連結の会計方針と国際的基準への対応
 （第 49 巻第 1号）
５．税務会計の影響 （第 50 巻第 3号）
６．プラン・コンタブル・ジェネラルと税務会





























1968 年 CNC 連結勧告書は、同年の CNC の
報告書『貸借対照表と損益計算書の連結
（Consolidationdesbilansetdescomptes）』







まとめたものである。なお、1968 年 CNC 連結
報告書・勧告書は、1968 年 3 月 20 日付経済・
財務省令がこれを正式に承認している。
その後、1985 年には、連結計算書類に関す
る 1983 年 6 月 13 日 EC 会社法指令第 7 号の国
内法化を目的として、1985 年 1 月 3 日法律（以
下「1985 年連結会計法」と呼ぶ）とその 1986
年 2 月 17 日適用デクレが商法・会社法に連結
会計規定を導入した。




法論」（以下「1986 年 PCG 連結会計原則」と呼ぶ）
が追加された。




以上の 1968 年 CNC 連結報告書・勧告書、
1985 年連結会計法とその 1986 年適用デクレ、






第 1 図表は、1968 年 CNC 連結報告書・勧告
書の構成・内容を示したものである。これによ




















第 1 図表　1968 年連結報告書・勧告書の構成・内容



















































































も 1957 年 PCG の「用語解説」には見られない
ものである。
第 2図表は、追加的に示された連結特有の勘
定科目のリストである。1957 年 PCG の勘定分
類をベースに連結を準備するために必要とされ
る勘定科目がその注釈と伴に示されている。す



















































必要である。1968 年 CNC 連結報告書は、この
ような目的で、1957 年 PCG の勘定分類をベー
スに連結上必要な追加的な勘定科目を提示した
のである。

















第 2 図表　連結のための PCG の追加的勘定
















































































1968 年 CNC 連結報告書・勧告書以降の 1985 年












る。なお、1968 年 CNC 連結報告書・勧告書に
見られた「連結差額」は「剰余金」という表現
に変更されている。










































































フランスの会計システムは、1998 年 4 月 6
日法律第 98-261 号第 6 条（旧商法典第 L233-
24 条）を経て 2004 年 12 月 20 日オルドナンス
第 2004-1382 号第 1 条（商法典第 L233-24 条）
により二元化されることになる。







また、2004 年 12 月 20 日オルドナンスは、

















第 3 図表　1985 年連結会計法・適用デクレ、1986 年 PCG 連結会計原則、1999 年連結会計規則の構成・内容
連結会計法・適用デクレ（商法・会社法の規制）
1986 年 PCG 連結会計原則 1999 年連結会計規則











































































会計基準である 1968 年 CNC 連結報告書・勧告
書の成立ちにその元々の原因を見出すことがで




















一 般 的 方 法 に 向 け て（Pour une méthode
générale d’établissement des comptes de
groupes）」に従い当初内部で試験的に作成され、










した成果が前出「1968 年 CNC 連結報告書」で
ある。当該報告書は「グリーン・パンフレット
（brochure verte）」と呼ばれ、「1985 年連結会



































































































前出 1954 年の著書の後には、1959 年『連結
貸借対照表および連結成果計算書の技術』








1965 年 7 月 12 日法律第 22 条が「世界利益課














1967 年 9 月 11 日デクレ第 67-774 号により定
められている。








の貸借対照表に加えて 1967 年 3 月 23 日デクレ
第 67-236 号の附録に定める様式に従い明細書
を作成・添付することを規定した。





































前述のとおり、1968 年 CNC 連結報告書にお
いて、第 1部「連結方法の研究」は、まず「諸
外国の実務・法令」の研究から始まる。第 6図

























































































の後 1948 年会社法（Companies Act）が 1929
年会社法を引継ぎ当該公表を要求した。ドイツ




           第 6 図表 CNC 研究グループの組織と研究課題 
 
 





















また、米国では、1930 年以降ニューヨーク証券取引所が、1933 年からは証券法(Securities Act)
に基づいて証券取引委員会(SEC)が連結計算書の公表を上場企業に要求していた。英国でも、1938
年からロンドン証券取引所が、その後 1948 年会社法(Companies Act)が 1929 年会社法を引継ぎ当









一般資料 原  則 適  用 
委員会 1 委員会 2 委員会 3 
一般資料 目的・影響 
AS 法令実務 MC 法令実務 
同質性
税務問題 
子会社選択 売上高 世界利益 
少数株主持分 技術問題 
B/S・附属書類 




































理論上 50%; 事実上 2/3 また




























非消去 ( ベルギー ) 資産譲
渡利益非消去 (オランダ )




長期負債 : 債務発生日レート ( グループにとって損失が露
見した場合には決算日レート )、損益項目 : 期中平均レー
ト (固定資産減価償却費除く )( 換算レートの問題は常に
評価額修正 グループ計算書は会計 (帳簿 )数値に基づいて作成 － － 時々実施




























































































































的参加会社 )、財務的または経済的な優越的行動を行う会社 (グループが議決権の 3 分の 1 以



























































































































































・減価償却および引当金の修正 :1965 年 11 月
29 日デクレ第 65-999 号は、上場会社に対して
法定公告公報（BALO）での貸借対照表（B/S）
等の公表義務を定め、それを 1965 年 10 月 28
日デクレ第 65-968 号の規定に従い作成すべき












ただし、1965 年 11 月 29 日デクレは、第 2
条第 1 項および第 2 項において、1965 年 10 月




















































































































連結会計基準は、1968 年 CNC 連結報告書・勧
告書を除き、明確にしていない。唯一、1968
年 CNC 連結報告書・勧告書だけがこれを明確に




1）1968 年 CNC 連結報告書・勧告書と連結の
目的
30　　フランス連結会計基準の国際的調和（24）- 連結会計基準の特徴 -




















































































































































































































































































































EC 会社法指令第 4 号の国内法化に係る 1983
年調和化法とその適用デクレが英国流の「真実












1985 年に、連結計算書類に関する 1983 年 6
月 13 日 EC 会社法指令第 7号（83/349/EEC）の
国内法化を目的として、「一定の商事会社およ
び公企業の連結計算書類に関する 1985 年 1 月
3 日法律」第 85-11 号（一般に「連結会計法」
と呼ばれる）とその適用に係る 1986 年 2 月 17
日デクレ第 86-221 号が、1966 年商事会社法と
その適用に係る 1967 年 3 月 23 日デクレに連結
会計規定を導入した。これら規定の中に、「誠
実な概観」の概念に係る規定がある。なお、
1966 年商事会社法およびその 1967 年適用デク
レの連結会計規定は、商法典 L233-16 条～
L233-28 条および R233-3 条～ R233-16 条に統
合されている。




















































ａ．1968 年 CNC 連結報告書・勧告書におけ
る連結成果計算書のモデル
第 9 図表は、1968 年 CNC 連結報告書・勧告
書の提示する連結成果計算書のモデルである。





























親会社 P、子会社 S1 および S2 を構成企業と
する企業集団を例にとると、子会社 S1 がグルー
プ外の A社から原材料を 100 円仕入れ、これを
加工して同一グループの S2 社に 150 円で販売
する。S2 社はこれをさらに加工して親会社 Pに
200 円で販売する。親会社 P 社はこれを組立て
最終製品にしてグループ外の B社に 300 円で販
売したとする。
経営志林　第54巻2号　2017年7月　　35






















































































第 10 図表　1986 年 PCG 連結会計原則の連結成果計算書モデル（性質別分類）
























値は、S1 社が 50 円、S2 社が 50 円、P 社が 100
となるが、これを企業集団単位で見てみると、
P 企業集団単位の付加価値は 200 円（300 円
-100 円）となる。これは各構成企業の付加価






ｂ．1986 年 PCG 連結会計原則の連結成果計
算書モデル











































































































第 12 図表は 1968 年 CNC 連結報告書における
連結貸借対照表のモデルである。1957 年 PCG
の貸借対照表のモデルをベースに、「親会社グ






















































第 12 図表　1968 年 CNC 連結報告書・勧告書における連結貸借対照表のモデル
借　　方 貸　　方
　　組織費 × 自己資本 ×
　　　控除　償却累計額 × 剰余金 ×
連結差額 (1) ×
　　固定資産 × 成果におけるグループ持分 ×
　　　控除　減価償却累計額 × グループ純資産 ×
× グループ外持分 : ×
　　のれん × 連結成果における持分 ×
　　参加有価証券 : 連結純資産における持分 ×
　　　持分法適用有価証券 × 企業集団全体の純資産 ×
　　　その他の参加有価証券 × 引当金 ×
　　その他の投資有価証券 × 長期・中期負債 :
社債 ×
　　棚卸資産 × その他の借入金 ×
　　当座資産 : 短期負債 :
　　　得意先債権 × 仕入先債務 ×
　　　その他の資産 × その他の債務 ×
　　　財務的勘定 × 財務的勘定 ×
× ×
　オフ・バランス契約 × オフ・バランス契約 ×
(1) その意味に従い「加算」または「減算」。過年度の差額と当期変動額の二つに分解可能
（CNC,1973,p.58）
第 13 図表　1986 年 PCG 連結会計原則の連結成果計算書モデル（機能別分類）








　　　　(以下第 11 図表と同一 )









1）1968 年 CNC 連結報告書・勧告書の適用













1968 年 CNC 勧告書に従っていることがわかる。
1968 年 CNC 連結報告書・勧告書は単なる勧
告にすぎないが、証券取引委員会（COB）が
1971 年以降その適用を上場会社に指示したか
らである。すなわち、COB は、1971 年 7 月以降、
情報ノート（わが国の有価証券届出書に相当）
に連結計算書類を添付することを要求し、その




第 14 図表　上場会社のうち時価総額上位 150 社
連結会計基準 1976年 1977年 1979年 1981年
1968 年 CNC 勧告書 70 73 83 68
国際会計基準（IAS） 2 5 5 5
米国基準（US-GAAP） 8 10 9 7
詳細不明 35 29 32 39
合　計 115 117 129 119
（OECCA,1979,p.85,1984,p.94 より筆者作成）
ただ、その適用は強制ではない。COB は、







































1985 年には、連結計算書類に関する 1983 年
6 月 13 日 EC 会社法指令第 7 号（83/349/EEC）
40　　フランス連結会計基準の国際的調和（24）- 連結会計基準の特徴 -
の国内法化を目的として、「一定の商事会社お
よび公企業の連結計算書類に関する 1985 年 1
月 3 日法律」（第 85-11 号）とその適用に係る
1986 年 2 月 17 日デクレ（第 86-221 号）が、
1966 年商事会社法とその適用に係る 1967 年 3
月 23 日デクレに連結会計規定を導入した。
1985 年 1 月 3 日法律とその適用に係る 1986
年 2 月 17 日デクレは、一般に「連結会計法」
と呼ばれた。なお、1966 年商事会社法および
その 1967 年適用デクレの連結会計規定は、商
法典 L233-16 条～ L233-28 条および R233-3 条
～ R233-16 条に統合されている。
商法典 L233-16 条～ L233-28 条（旧 1966 年























4 月 6 日法律第 98-261 号第 6 条による国際
的基準の任意適用、その後 2004 年 12 月 20









理に関して、商法典 R233-3 条～ R233-16 条（旧
































発展と貯蓄の保護に関する 1983 年 1 月 3 日法
律第 83-1 号」第 27 条（旧 1966 年商事会社法
第 357-1 条）が、連結計算書類を年次計算書類
に 添 付 す る こ と を 義 務 付 け て い た（ 大
下 ,1998,388 頁）。また、連結計算書類の監査
に関しては、1983 年調和化法第 6 条Ⅳ（旧
経営志林　第54巻2号　2017年7月　　41
1966 年商事会社法第 228 条）および調和化法






企業の困難および調停的解決に係る 1984 年 3

















































（1998 年 4 月 6 日法律第 98-261 号第 6 条によ
る国際的基準の任意適用、その後 2004 年 12 月
































商法典 L233-23 条とその適用に係る R233-10

























商法典 R233-12 条第 2項は、性質別分類方式に
加えて、連結次元で機能別分類方式をオプショ
ンとして認めるものである。



















24 条は旧 1966 年商事会社法第 357-8-1 条を引
き継いだものであり、旧 357-8-1 条は「会計規
制改革および不動産公示制度の適合に係る






1998 年 4 月 6 日法律第 6 条は、「商事会社に
関する 1966 年 7 月 24 日法律第 66-537 号に以
下の第 357-8-1 条を挿入する。
第 357-8-1 条　その証券が金融活動の近代化









当該 L233-24 条は、2004 年 12 月 20 日オル

























を決定する」（1985 年 1 月 3 日法律第 2 条、


























ンタブル・ジェネラルは 1986 年 12 月 9 日経済・
財務・民営化省令により正式に承認されている。




































1959年 12月 28日法律第 55条が PCGの一般的・
漸進的適用を定めた。これに対応して、前出




とも 1984 年 1 月 1 日以後に始まる年度から、
44　　フランス連結会計基準の国際的調和（24）- 連結会計基準の特徴 -
















































第 4節連結総合書類 : 貸借対照表、成果計
算書、注記・附属明細書
　第 5節適用の経過措置











1 条第 2 項に基づいてそれ自体が行政命令とし
て法的強制力を有する。1999 年連結会計規則













結会計規則は、その第 1 条で、「商法典 L233-
16 条の適用を受ける商事会社および 1985 年 1
月 3 日法律第 13 条の適用を受ける公企業は、
本規則および附録に従いその連結計算書類を作
成するものとする。」と規定した。





































すなわち、旧 L233-23 条（旧 1966 商事会社











法典 L123-18 条～ L123-21 条に定める評価方法
以外の評価方法の採用である。













る。当該意見聴取義務は、2009 年 1 月 22 日オ
ルドナンス第 5- Ⅳ条により大きく改正されて
いる。















































第 15 図表　1968 年 CNC 連結報告書附属資料における諸外国の文献
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（ANC）,Règlement N ゜ 2014-03 du 5 juin 2014
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